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研究成果の概要（和文）：　本研究では、造成開発中の自動車研究施設の気候環境を評価し、土地利用の影響も明らか
にすることを目的として、豊田市下山地区を対象に、2007～2013年の7年間気候観測を行った。調査は開発地区の10カ
所の定点において、気温・相対湿度・風向・風速を連続測定し、さらに夏季と冬季に移動観測を実施した。その結果、
森林や水田が、蒸発散や水体の熱容量の効果により周辺温度を冷却していることを確認した。一方、宅地や道路では比
較的高い温度が観測され、これは人工被覆部分の熱容量や人工排熱の影響と考えられる。以上のことから、土地利用と
地表の被覆が変化が、小気候に影響を与えていることが示唆された

研究成果の概要（英文）：  The objective of this paper is to clarify the climatic environment on the effect
 of land use in construction for research facilities construction. Climatic observations were conducted at
 Shimoyama in Toyota. In order to evaluate the influence of land development on the microclimate of develo
pment district, air temperature, relative humidity, wind direction and wind velocity were monitored contin
uously at ten different locations from 2007 to 2013. The results showed that the forest and the paddy fiel
d have a significant cooling effect on land surface temperature. The lower air temperature occurred in the
 forest and the paddy field because of the evaporation from the field and the existence of thermal capacit
y of the water body. The higher air temperature was relatively observed in the housing land area. Conseque
ntly, It has been estimated that with the expansion of the developed zones, the changing of the land use a
ffects the climatic environment in the local scale area.   
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１．研究開始当初の背景 

現在では、エネルギー大量消費型の生活等
がもたらした地球環境問題に強い関心が集
められており、自然環境との共生や自然環境
との調和といった視点の重要性・必要性が認
められるようになってきた。人間がより安全
で海底な生活環境を求める上で、都市を形成
し、そこでのある程度のエネルギー消費を行
うことは、やむを得ないことでもある。しか
し、これからも人間が地球上での都市生活を
営み続けていくためには、自然界の持つ大き
なポテンシャルを有効かつ積極的に活用す
るような、「環境」をキーワードとした建築・
都市デザインが極めて重要であり、自然の環
境調整能力を活かした地域計画が近年あら
ためて求められている。例えば、ドイツのシ
ュツットガルトを中心に利用が始まったク
リマアトラスと呼ばれる地域気候解析図面
を計画指針として利用する手法を応用した
「風の道」計画や日本における環境共生住宅
市街地モデル事業（1993 年、建設省）の創設
に見られるように、地域・建築計画に対して
環境共生的な概念を導入する動きが盛んに
行われている。このような現状から、日本で
も地域気候解析を有効な設計・計画ツールと
して活用する概念が定着され始めている。一
方、立地・気候特性に配慮した実際の地域計
画においては、開発のプロセスに伴って変化
する気候環境を調べることで、計画時点で配
慮すべき要件に係わる各種要因の影響を明
らかにすることが重要である。また、都市気
候やヒートアイランドをはじめとした気候
変化の実態については、依然として不明な点
も多く、都市の形態的な違いなど様々な要因
が複雑に関連して生じる現象であり、各地
域・都市ごとに調査・観測を継続的に行う必
要がある。しかし、実際の土地開発において、
屋外空間の微気候や風環境の変化過程を調
べたものとしては、開発中の集合住宅を対象
とした例や埋立地の住宅地開発を対象とし
た例のほか、研究例は極めて少ない。これら
の点を踏まえ、本研究は、大規模な用地造成
に伴い変容する土地利用形態及び周辺地域
の熱環境形成に及ぼす影響を把握すること
により、周辺気候特性に配慮した地域・都市
計画の提案に寄与するものであり、「環境」
をキーワードとする建築・都市計画的手法を
確立するための基礎的研究として意義があ
ると考えられる。 

 

２．研究の目的 

本研究では、大規模な用地造成により変容
する土地利用形態及び周辺地域の熱環境形
成に及ぼす影響を明らかにすることにより、
自然界に存在するポテンシャルを有効かつ
積極的に活用する建築・都市計画的指針に関
する一般論を確立するための基礎的評価を
行うことを目的とする。多様な都市開発に対
応できる計画指針の確立には、土地開発の影
響により生じる周辺環境の変容過程を明ら

かにする必要があるとともに、用地造成のプ
ロセスを追って周辺の微気候変動を実証的
に把握する必要がある。そのため、本研究で
は、以下の課題を設定し、長期的実測調査に
より明らかにする。 
（１）開発前の用地造成地の立地環境が、周
辺地域の熱環境形成に及ぼしている影響実
態を明らかにする。 
（２）開発に伴う用地造成地及び周辺地域の
土地利用形態及び熱環境形成の変容過程を、
用地造成プロセスに従って明らかにする。 
（３）開発計画時に配慮すべき要件に係わる
各種要因の影響を明らかする。 
 

３．研究の方法 

(1) 調査対象とする造成事業は、平成 22 年
度より約５年間の用地造成工事を予定して
おり、造成工事着工３年目から施設建設工事
を着工、完成した部分から順次供用を開始し、
全面的な完成までは造成工事着工から約１
１年を予定している。従って、気候変動の観
測は、長期的かつ継続的に実施していく必要
があるため、本研究は１５年以上にわたる長
期的な観測を想定することになる。しかし、
現段階で対象としている用地造成事業をは
じめ研究開発施設建設計画自体は、ひとつの
町が形成される程大きな規模であり、今後の
国内外の経済状況や計画主体となっている
企業の営業戦略による規模の縮小・変更や、
現在進められている環境影響評価の結果に
よる変更の可能性もある。従って、本研究は
開発前の里山・農地状況から初期造成工事段
階の調査を対象としている。着工前の実態把
握及び造成工事段階の変容を捉えることは、
その後の周辺気候に対する影響分析におい
て極めて重要であることから、土地利用形態
の変化や排熱量の変化を含めた詳細な観測
調査を実施する。なお、対象とする造成事業
予定地は、総面積 660ha（造成面積 410ha）
に約 5000 人が働く研究棟とテストコース（幅
30m、6km の周回コース）の建設を予定してお
り、地区昼間人口も倍増となる大規模開発で
ある。そのため、通勤道路の拡充などインフ
ラ整備も含め広範囲の環境変容が予想され
ている。 

 

(2) 観測方法は、定点観測と移動観測を基本
とする。定点観測は、造成予定地を取り囲む
ように１０箇所程度の観測点を設定し、可動
型の気象観測システムにより、気温・湿度・
風向・風速・降雨量・日射量などを３０分間
隔で連続観測する。移動観測は、夏季及び冬
季における典型的な季節日を対象に、日の出
前、日中日没後の３回を最低回数として、気
温・湿度・風向・風速に関して観測を実施す
る。観測ルートは、造成予定地を周回する主
要道路及び予定地内を横断する主要道路を
網羅し、１ルートを１時間以内に測定し終え
ることを条件に最低５ルートを設定する。得
られた観測結果の基づき、造成予定地周辺地



 

 

域における気候特性や熱環境形成の実態及
び造成予定地が周辺地域に及ぼしている熱
環境的効果を明らかにする。また、造成工事
が開始されると工事車両や従業員の通勤車
両などが大幅に多くなることが予想される
ため、交通量の変化が周辺環境に与える影響
を検討することを目的に、着工前後の交通量
を調査した。交通量調査は交通量の最も多い
平日の出勤時間帯を対象とした。調査地点は
豊田市街地へ向かう国道の上下線、岡崎市街
地へ向かう県道の上下線とした。 
 

(3) 進入道路整備や樹木伐開などに始まる
用地造成工事着工後は、原則として観測項目
及び内容は変更なく継続する予定であるが、
工事の状況により観測点の増設あるいは移
設を実施する。また、土地利用形態に関する
調査を移動観測直前の夏季、冬季及び中間期
の春季、秋季の年４回程度実施し、段階的な
変容状況を把握する。これら観測結果より、
用地造成工事開始に伴い変容を始めた土地
利用形態と気候環境へ及ぼす影響を明らか
にしていく。具体的には、クリマアトラスな
どに代表される地域気候特性図面や計画指
針を作成する際のベースに用いられる基礎
図面を作成して評価する。基礎図面では、地
形や開発状況、気候など様々な要素を対象と
した 1次情報図であり、各種目的に応じて複
合要素で表現した２次情報図を作成する。こ
れら整備された情報を基に、観測対象地域の
熱環境形成因子の抽出などを実施すること
で、開発に伴い発生する様々な気候現象やそ
の影響を把握することが可能となる。また、
将来的には、建築・都市計画の際にこれらの
情報を基にして気候面への配慮や活用方法
を検討する。 
 

４．研究成果 
(1) 調査対象とした造成事業は、当初平成 22
年度からの着工を予定していたが、環境影響
評価に伴う計画変更の影響もあり、約２年遅
れの平成 24 年度より本格的に着工した。こ
れにより、当初の造成前の観測は、既存調査
を含め３年分のデータで評価しなければな
らなかったが、着工の遅れが幸いし、平成 24
年度初頭までの観測を加え、計５年分の造成
前データを収集できた。平成 24 年度からは、
継続する気候観測に並行して、造成工事進度
と土地被覆状況の変化の調査を開始した。ま
た、主要通勤道路に対する交通量調査も開始
した。 
 
(2) 定点観測及び移動観測結果から、調査対
象地域の造成前の気候環境の特徴を得た。冬
季の特徴を図１に示す。A、B 点周辺では日の
出前から日の入り後まで高い気温が観測さ
れた。この地域は森林に囲まれてはいるが集
落や小学校など開発が進んでいるため、水田
や森林の多い D、E、H地点よりも高くなった
と考えられる。湿度が B地点より A 地点のほ 

図１ 冬季の気候の特徴 

図２ 季夏季の気候の特徴 

うが高くなったのは B地点のほうが A地点よ
りも開けた土地であるため、森林にある木々
の水分発散による水蒸気が A地点では顕著に
現れたためだと考えられる。D、E 点周辺では
1 日を通して気温が低く観測された。この地
域は、同じく低い気温が観測された H点周辺
に比べて湿度が低い傾向が見られた。これは
H 点よりも森林に囲まれていなく、それに加
えて風量も多く観測されたため、木々の水分
発散が少なく、風により水分が分散されたと
考えられる。G 点においては観測地域の中で
最も開発が進んでおり、商業施設・住宅が密
集していることが特徴であるため、気温が高
いと予想していたが、移動観測の南中時の観
測では気温が上がりきらず、A、B 点よりも低
い結果が得られた。しかし、日没後は気温が
下がらないことから、やはりアスファルトや
建造物等の蓄熱材の影響があったと考えら
れる。観測地域は定点観測によるとやはり市
街地よりも気温が低く、気温の上下も小さか
った。また、風は日中に強く観測されたが風
向は定まらない傾向にあった。これは山によ
る地形の起伏が激し意ことによるものだと
考えられる。 
夏季の特徴を図２に示す。冬季に比べて夏

季は気温の分布がはっきりする。A、B点周辺
は冬季に引き続き高い気温が観測され、夏季
では I 点でも高い気温が観測された。I 点周
辺は A,B 点周辺と比べると開発が進んでい
る。幹線道路が通り住宅や商店も多く見られ
ることから、アスファルト等の蓄熱材の影響
が冬季よりも強く出たと考えられる。中央の
H 点周辺の気温が低い地域は冬季に比べて東
よりになった。これは冬季観測より I点周辺



 

 

の気温が上がり、冬季の C点周辺から北側の
地域で気温が高めであったのが夏季ではそ
の地域の気温が低下したためである。観測地
域の中央部は森林に覆われており、道路以外
の人工物はほとんど見られないため、外側の
地域に比べて気温が低く湿度が高くなる傾
向が見られる。G 点では冬季とは違い朝晩の
気温が低く、日中の気温が上がりやすくなっ
ており、一日の気温変動が大きくなった。こ
れは冬季より夏季のほうが太陽光の影響を
多く受けるため、アスファルトや建造物等が
気温の上昇を助長したためであると考えら
れる。また、風向風速においては冬季と同じ
ように日の出前・日の入り後より南中時のほ
うが観測でき、日中に風が吹く傾向が見られ
たが、南中時の観測では冬季ほど風速が強く
なかったため、観測地域では冬に強い風が吹
く傾向があると見られる。現在進められてい
るテストコース建設計画は最も気温が低い H
点周辺の森林を切り開くものであり、この地
域の冷却効果が失われ周辺環境に顕著な影
響を及ぼすことが考えられる。 
 
(3) 2011 年と 2012 年の交通量を比較すると、
豊田市街地に向かう交通量が多いことが確
認された。岡崎市に向かう交通量に比べると
上り線（市街地方面）では約 2～4 倍、下り
線（下山地区方面）では約 1.5～2 倍と多い。
出勤ピーク時である 7：00～8：00 でも岡崎
市街地へ向かう車は多くない。また、出勤時
間帯の豊田市街地に向かう交通量は、2011 年
夏季の 181 台と比べて 254 台と約 1.4 倍に増
加している。今後は、豊田市街地から下山地
区に向かう交通量の増加も見込まれ、調査対
象地区周辺の交通量の著しい増加による排
熱等の影響が予想される。 
 
(4) 2012年夏季に行った土地利用状況調査で
は、国土交通省国土政策局国土情報課の土地
利用区分に基づき、森林・荒地、田、住宅地、
商業等に分類した。水調査地域を見てみると
約 80％割が森林、水田（水だけ、雑草地）が
約 15％、水田（稲）が約 2％、商業と住宅地
が合わせて約 3％であることが確認された。 
テストコース建設の影響で、水田で稲が作ら
れず水や雑草だけになってしまった休耕地
が調査地域の全体の 3 割ほどある。また、田
に関しては、愛知県企業庁に買い取られ、生
態調査のために野鳥などの餌場として休耕
地にしてあるものも多く確認された。建設予
定地の造成や周辺のインフラ整備に伴い、住
宅地等の増加も予定されている。今後もこれ
らに伴う山林の切り崩しや、水田の埋め立て
などが予想され、温熱環境に対する影響は大
きいと考えられる。 
 
(5) これまでの調査により、集落や国道とし
て開発されている北部や南西部付近で高温
域が形成されやすく、山林が大半を占める東
部では低温域が形成されやすいことが確認

できた。従って、今年度より造成開発が始ま
り大規模な山林伐採や道路整備等の土地利
用改変が行われると、気温上昇を抑制する役
割を果たしていた地域が逆に熱源あるいは
蓄熱源となることが予想され、さらに風向変
化により周辺温熱環境に大きな影響を与え
ることが考えられる。特に、事業予定地東側
を占める低温域での土地利用改変の影響が
示唆される。また、建設予定施設だけでなく、
住宅や車両増加等による排熱の増加による
影響も予想される。気象観測は年毎に多少の
変動もあり、造成による温熱環境影響に対す
る直接的な評価は難しいが、今後の工事完成
までの約１５年後までの年間を通した２４
時間観測により、開発による段階的な影響が
明らかになるものと考えられる。 
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